
譲与税・交付金

県支出金

国庫支出金

市債

地方交付税

財産収入・寄付金

分担金・負担金

使用料・手数料

諸収入

その他

固定資産税

法人市民税

個人市民税

※ (　　)…対前年度比

平
成
21
年
度
当
初
予
算

市
民
生
活
を
守
り
、
地
域
経
済
を
支
え
ま
す

※各グラフの構成比は、端数処理の関係で合計が 100%にならない場合があります。

一般会計　
804 億 2000 万円 （102.2％）

特別会計　
478 億 7290 万円 （94.9％）

企業会計　
155 億 4197 万円 （93.5％）

合　　計　
1438 億 3487 万円 （98.7％）

一般会計

問
い
合
わ
せ
先　

市
役
所
本
庁
舎
行
財
政
改
革
課
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５
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）
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１
１

重点施策

※(　　)…構成比

市税

自主財源

固定資産税
117億6981万円(14.6%)

合計
 804 億

2000 万円
（対前年比 102.2%）

個人市民税
81億3700万円(10.1%)

法人市民税
20億 4100 万円 (2.5%)

その他
22億 5219 万円 (2.8%)諸収入

88 億 3990 万円
(11.0%)

使用料・手数料
15億 3755 万円 (1.9%)

分担金・負担金
14億 0917 万円 (1.8%)

財産収入
1億0389万円(0.1%)

地方交付税
209 億 0606 万円

(26.0%)

市債
91 億 5440 万円

(11.4%)

国庫支出金
60億6422万円(7.5%)

県支出金
47億 6057 万円 (5.9%)

譲与税・交付金
34億 4424 万円 (4.3%)

【歳入】

依存財源

平
成
21
年
度
当
初
予
算
が
２
月
市
議
会
定

例
会
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
ア
メ
リ
カ
の
金
融

不
安
に
端
を
発
し
、
１
０
０
年
に
一
度
と
言
わ

れ
る
ほ
ど
景
気
が
低
迷
す
る
社
会
情
勢
の
中
、

市
民
生
活
を
守
り
、
地
域
経
済
を
支
え
る
た

め
、
新
規
事
業
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
た
こ

と
に
よ
り
、
市
町
村
合
併
以
来
は
じ
め
て
前
年

度
と
比
べ
て
予
算
が
増
額
と
な
り
ま
す
。

予
算
編
成
の
基
本
的
な
考
え
方

平
成
21
年
度
の
当
初
予
算
案
は
、「
市
民
生

活
を
守
り
地
域
経
済
を
支
え
る
“
地
域
力
向

上
”
予
算
」
と
位
置
づ
け
ま
し
た
。
具
体
的
に

は
、
国
が
進
め
る
景
気
回
復
の
た
め
の
施
策
と

連
携
し
た
雇
用
対
策
や
、
建
設
業
な
ど
中
小

企
業
の
経
営
安
定
化
の
た
め
の
公
共
事
業
の

拡
充
、
市
民
を
守
る
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く

り
の
た
め
の
事
業
に
取
り
組
み
ま
す
。

ま
た
、
鳥
取
・
因
幡
の
祭
典
の
後
を
視
野
に

入
れ
た
観
光
振
興
施
策
の
充
実
や
、
鳥
取
市

の
知
名
度
向
上
の
た
め
の
取
り
組
み
の
継
続
な

ど
、
高
速
道
路
時
代
に
向
け
て
本
市
の
存
在

感
の
向
上
を
図
り
ま
す
。

こ
れ
ら
と
並
行
し
て
、市
債
発
行
の
抑
制
や
、

定
員
適
正
化
計
画
の
推
進
に
よ
る
人
件
費
削

減
な
ど
、
財
政
健
全
化
に
も
引
き
続
き
取
り

組
ん
で
い
き
ま
す
。

経済対策・雇用の創出
中小企業経営安定化資金 1329 万円
緊急雇用創出事業 1 億 2305 万円
ふるさと雇用再生特別交付金事業 3 億 0055 万円
スーパープレミアム付き商品券発
行助成事業 (*)

7900 万円

鳥取自動車道を活かした観光振興
山陰海岸ジオパーク推進事業 1074 万円
2009 鳥取・因幡の祭典を盛り上げ
るための交流事業

2491 万円

鳥取市知名度アップ大作戦 3168 万円
観光情報発信ツールの強化 (*) 2914 万円
市民生活の向上と安全の確保
消費生活相談窓口の設置 673 万円
地域コミュニティの充実強化 4 億 3664 万円
妊婦健康診査費助成の拡充 1 億 5995 万円
放課後の児童対策事業 1 億 9725 万円
災害時要援護者支援制度の充実 (*) 902 万円
避難所案内板の修繕 (*) 780 万円
定額給付金 (*) 31 億 0021 万円
子育て応援特別手当 (*) 1 億 0483 万円

※ *印の事業は、事業の効果的な推進を図るため、全部また
は一部を平成21年 2月補正に前倒しで予算計上しています。

当初予算総括

■特集 
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予備費

議会費・災害復旧費

消防費

農林水産業費

総務費

衛生費

商工費

教育費

土木費

公債費

民生費

出資・貸付・積立金

繰出金

補助費等

維持・物件費

投資的経費

扶助費

人件費

公債費

一 般 会 計　通常の行政運営を行うための会計です。
特 別 会 計　下水道や国民健康保険など特定の事業を行う

ための会計です。
企 業 会 計　地方公営企業法の適用のある企業の予算で、

独立採算が原則です。（水道局、市立病院など）
地方交付税　国が国税の一部を税収入額の少ない地方自治

体に交付するものです。
市 債　道路、公園など毎日の生活に欠かせない施設の

整備や市民のみなさんに利用していただく公共
施設の建設などの借入金です。

補 助 費 等　主に補助金、負担金です。
投資的経費　各種施設や道路、公園などの建設事業費と災

害復旧事業費です。
基金繰入金　基金（家庭で言えば預貯金）を取り崩した資金

を一般会計に繰り入れたものです。
繰 出 金　一般会計と特別会計の間で建設費や事務費な

どを補助するために支出する経費です。
出 資 金　法人の設立に際しての出資と財政的な援助や

有利で確実な事業に投資する場合の経費です。
積 立 金　財政運営を計画的に推進するため、福祉設備、

公共施設建設など特定の目的のために設けた
基金などに積み立てる経費です。

公 債 費　主に市債の返済金です。
扶 助 費　生活困窮者の最低限の生活維持を図る目的な

どで支出する経費です。
維持・物件費　施設の維持費と物品購入などの経費です。

※平成 21 年度当初予算の詳しい内容は、鳥取市ホーム
ページに掲載しています。

会 計 区 分 予 算 額

土 地 区 画 整 理 費 4 億 0201 万円
下 水 道 事 業 費 104 億 5214 万円
簡 易 水 道 事 業 費 6 億 9490 万円
公設地方卸売市場事業費 4702 万円
駐 車 場 事 業 費 3925 万円
国 民 健 康 保 険 費 175 億 5679 万円
老 人 保 健 費 6255 万円
高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業費 1466 万円
住宅新築資金等貸付事業費 1 億 0186 万円
土 地 取 得 費 1427 万円
墓 苑 事 業 費 3187 万円
集 落 排 水 事 業 費 30 億 9836 万円
介 護 保 険 費 132 億 7919 万円
財 産 区 管 理 事 業 費 1242 万円
温 泉 事 業 費 8901 万円
観 光 施 設 運 営 事 業 費 6940 万円
介護老人保健施設事業費 8181 万円
後 期 高 齢 者 医 療 費 18 億 2539 万円

計 478 億 7290 万円

会 計 区 分 予 算 額

水 道 事 業 63 億 2196 万円
工 業 用 水 道 事 業 2994 万円
病 院 事 業 91 億 9007 万円

計 155 億 4197 万円

特別会計

企業会計

1　市債発行の抑制
　新たに発行する市債の額が、元金償還額を大幅に下
回るように抑制し、市債残高の削減を実現します。

指標 平成 21 年度 前年度からの増減
償還の際に交付税で
100 ㌫補てんされる市
債を除いた市債残高

864 億 6952 万円 ▲ 45 億 4438 万円

2　基金繰入の抑制
　基金の取り崩しを前年度の3分の2以内に抑制します。

指標 平成 21 年度 前年度からの増減

基金からの繰入額 5 億 8281万円 ▲ 2 億 9452 万円

年度当初の基金残高 67 億 6365 万円 3 億 2575 万円

3　人件費総額の抑制
　新規採用者を前年度の定年退職者数の 2 分の 1 以内
にとどめて職員数を削減するとともに、市長などの特
別職の給与削減、一般職員の給与水準の引き下げによ
り、人件費総額を抑制します。

指標 平成 21 年度 前年度からの増減
職員人件費

（退職手当を除く） 95 億 4441万円 ▲ 2 億 8455 万円

4 月1日時点の
職員数 1422 人 ▲ 36 人

財政健全化の取り組み用語解説

義務的経費

消
費的経費

扶助費
102 億 8308 万円
(12.8%)

投資的経費

公債費 
134 億 7373 万円
(16.8%)

人件費
121 億 8725 万円
(15.2%)

投資的経費
73 億 7369 万円
(9.2%)

維持・物件費
102 億 9970 万円

(12.8%)

補助費等
89 億 1097 万円

(11.1%)

繰出金
106 億 3737 万円

(13.2%)

出資・貸付・積立金
72 億 5421 万円 (9.0%)

そ
の

他

の
経費

土木費
88 億 7530 万円
(11.0%)

合計
 804 億

2000 万円
（対前年比 102.2%）

民生費 
　224 億 4361 万円
　　(27.9%)

公債費
134 億 7398 万円
(16.8%)教育費

74 億 3109 万円
(9.2%)

商工費
73 億 0075 万円 (9.1%)

衛生費　
72 億 3158 万円 (9.0%)

総務費
71億3771万円(8.5%)

農林水産業費
36億1281万円(4.5%)

議会費
4億7719万円(0.6%)

消防費
24億3398万円(3.0%)

【歳出】
（費目別内訳）

【歳出】
（性質別内訳）

合計
 804 億

2000 万円
（対前年比 102.2%）

予備費
200万円(0.0%)

■ 平成 21 年度当初予算　市民生活を守り、地域経済を支えます
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